商業振興局通達
民商法に基づく株式会社の定款登録の件

商業振興局は、取締役が他人に委任して取締役会に代理出席させ、定足数の構成員とし、且つ投票させることが出来ると定めている株式会社の定款、及び取締役会を開催せずに持ち回りによる取締役の決議が出来ると定めている株式会社の定款の登録受理につき検討した。
最高裁判決 3362/2532号は、株式会社の取締役は個人的な資格を持たねばならず、業務は自分自身で行ない、取締役の立場を他人に代行させてはならないと結論付けている。更に、立法委員会の判断（処理済み案件75/2538号）でも、公開会社の定款の場合に同様な判断を下している。そればかりでなく、上記の立法委員会の判断で、取締役会を開催せずに持ち回りによる取締役の決議が出来ると定めている定款は、法律の規定に従うことを回避する結果となるので　登記を受理しなくともよいとの判断をしている。従って、取締役が他人に委任して取締役会に代理出席させ、定足数の構成員とし、且つ投票することが出来ると定めている株式会社の定款、及び取締役会を開催せずに持ち回りによる取締役の決議が出来ると定めている株式会社の定款を、今後も登録出来るか否か、また上記の内容を持つ定款を既に登録している株式会社は、今後もその定款に基づき行動出来るか否か、関係者の意見を求めた。
商業振興局は、上記の問題点を商業振興局の法律顧問委員会に相談し、同委員会より下記の如き見解を得た。

1． 株式会社は、取締役が他人に委任して取締役会に代理出席させ、定足数の構成員とし、且つ投票することが出来ると、定款に規定することは出来ない。
民商法は私法であり、契約当事者の意思表示を重視することを基本原則とするものの、その意思表示は法律の枠内でなければならない。因って、民商法の1158条は株式会社が1159乃至1164条の規定と異なる定款を定めることが出来ると規定しているとは言え、会社は法律の枠内で定款を定めなければならない。即ち、会社は法律に反する定款、または大衆の公序良俗に反する定款を作成することは出来ない。この様な内容を持つ定款を定めることは、取締役の職務権限責任を定めた法律の規定に従うことを回避する結果となる。取締役の資格に関し、民事及び刑事面の取締役の責任を検討した結果も同様であった。更に、取締役会の定足数も個人の問題と看做される。従って、会社は上記の様な内容を定款に規定することは出来ない。
2． 株式会社は、取締役会を開催せずに持ち回りによる取締役の決議が出来ると、定款に規定することは出来ない。
民商法の1160条、1161条、1162条及び1163条にて、取締役各位は会議に出席して案件の議決に先立ち会社の運営に関し意見を交換するよう、取締役会の進行方法を規定している。1158条にて会社が取締役のその他の権限に関し定款に規定出来ると定めているとは言え、取締役会を開催しなくともよいと定款に規定出来ることを意味するものではない。こうした内容を持つ定款を定めることは、1160条、1161条、1162条及び1163条に基づく法律の規定に従うことを回避する結果となる。
3． 株式会社が、上記の第1項及び第2項の内容を持つ定款を既に登録している場合、上記の定款の登録が取り消されていなくても、会社はその定款に基づき行動する事は出来ない。
商業振興局より通達を配布するので、第1項及び第2項の内容を持つ定款を既に登録している株式会社は、会社の定款の改定登録をお願いする。
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